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令和 6年 7月 9日 

鳥取海区漁業調整委員会事務局 

 

【報告】令和 6年度全国海区漁業調整委員会連合会通常総会（第 60回） 

 

＜日時＞令和 6年 5月１７日（金） １３：３０－１５：００ 

＜場所＞ベイサイドホテルアジュール竹芝１３階「飛鳥」（東京都港区海岸１丁目１１番２号） 

＜出席者＞板倉会長、有田（鳥取県） 

        

＜内容＞ 

〇挨拶 

・福島海区 今野会長挨拶 

・衆議院農林水産委員会委員長 野中氏挨拶 

・参議院農林水産委員会委員長 滝波氏挨拶 

・水産庁長官 森氏挨拶 

・全漁協連 三浦常務理事挨拶 

 

〇議長選出 

・福島海区今野会長が議長に選出された。 

 

〇議事 

１．令和５年度事業報告書、収支決算書及び剰余金処分案の承認について 

・事務局（福島海区）から説明 

→意見なしで、原案のとおり承認された。 

 

２．令和６年度事業計画書案及び収支予算書案の承認について 

・事務局（福島海区）から説明 

・収入の部において、能登半島地震の特例措置として、石川海区の会費を免除する。 

→意見なしで、原案のとおり承認された。 

 

３．令和６年度 全国海区漁業調整委員会連合会要望について（協議） 

・漁業調整を取り巻く諸問題の改善を図るため、各海区より提案のあった事項について、関係省

庁（農林水産省・水産庁、外務省、国土交通省海事局、海上保安庁）及び関係国会議員（衆議

院・参議院農林水産委員会委員長）へ要望するもの。 

・各事項について、事務局（福島海区）から説明。 

・新規に追記した小項目が８点（裏面参照）、その他、各海区からの意見、要望を反映するため

の微修正、時点修正を行った。 

・各事項について、原案のとおり承認されたことから、本会議で承認を得た内容をもって、７月１０

日(水)に中央要望活動を行うこととなった。 

 

＜令和６年度 全国海区漁業調整委員会連合会要望項目＞ 
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＜新規要望課題＞ 

Ⅰ 海区漁業調整委員会制度について 

・新規なし 

Ⅱ 沿岸漁場の秩序維持について 

〇密漁パトロール、密漁防止看板の設置等への支援 

・密漁パトロールに伴う費用や密漁防止看板の設置等啓発にかかる費用に対し、総合的な支援

策を図ること。 

Ⅲ 太平洋クロマグロの資源管理について 

 〇沿岸くろまぐろ漁業のあり方について 

・「沿岸まぐろはえ縄漁業」者のうち、他県の管轄に属する海域で操業するものについては、船

籍県の管理が及ばないため、知事許可や海区漁業調整委員会指示に基づき操業するものを

除き、国によって管理すること。 

 ○混獲回避、減収に対する支援制度 

  ・クロマグロの大量来遊により、イカの漁場形成が阻害されて漁獲が減少する操業被害や、いか

釣り漁具被害が生じているため、イカ水揚額の減少に対する補填や新たな漁具の購入への

支援などの対策を講じること。 

○遊漁者等の操業自粛措置 

  ・クロマグロ遊漁はライセンス制とし、国が適切な管理を行うこと。 

 （意見）クロマグロのWCPFCの資源評価や設定された TACが実態に即した妥当なものとなって

いるのか。（神奈川海区・櫻本会長） 

    →こちらと漁業関係者の方の実感が合っていないのは承知している。こちらとしても評価の

精度を上げていきたい。（水産庁管理調整課・水川課長） 

Ⅳ 沿岸資源の適正な利用について 

〇海上大規模開発事業の関係者説明 

・海上の大規模開発事業について、隣県の漁業関係者に情報提供されないケースがみられて

おり、今後、EEZ内での開発のような関係者が広範囲に及ぶ場合も想定され、情報伝達の行

き違いからくる漁業調整問題が発生する恐れがある。審査段階での情報提供について、地元

のみだけではなく、県域を越えた漁場利用等で関係する他県漁業者等についても早期に情

報を伝達し、かつ誠実に説明を行うよう開発者を指導すること。 

Ⅴ 漁業法改正後の制度運用について 

  ・新規なし 

Ⅵ 外国漁船問題等について 

・新規なし  

Ⅶ 海洋性レジャーとの調整等について 

 〇遊漁マナーや漁業の基本的考え方に係る積極的な広報等の実施 

・遊漁者による釣果物やゴミの投棄等に対する罰則の強化やガイドラインの策定などの環境保

全対策を講じるとともに、漁業者や地元住民とのトラブルを防止するための枠組みを構築する

こと。 

・より手軽に、情報を発信出来る仕組み作りとして、その場でスマホをかざせば海辺の利用に関

するマナー（遊漁ルール、駐車場、ごみ集積所等）についての案内が出るようなアプリ開発と

普及を、国が中心となって実施すること。 

〇プレジャーボート等の運航に係る安全性の確保と漁業被害の防止 

 ・無謀な操船で海難事故が頻発している水上オートバイについても、免許取得後、法令や規

則、マナーの周知徹底を図るため、継続的に研修を受講させること。利用者の把握や組織化

を推進し、漁業の妨げにならない実効性のある対策を実施すること。 

 

４．次期開催地について 

・次期開催地は山口県。 

・3年ごとに地方開催としており、他 2年間は東京都で開催。 

 

５．表彰 

 ・今年度は、一般表彰８名（来場は２名）及び事務局職員ほう賞１名の計９名が受賞した。 
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